
◎消費者被害の防止及びその回復の促進を図るための特定商取引

に関する法律等の一部を改正する法律 
（令和三年六月一六日法律第七二号）   

一、 提案理由（令和三年四月二三日・衆議院消費者問題に関する特別委員会） 

○井上国務大臣 ただいま議題となりました消費者被害の防止及びその回復の促進を図

るための特定商取引に関する法律等の一部を改正する法律案につきまして、その提案理

由及び概要を御説明申し上げます。 

 高齢化の進展、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止に向けた新たな日常におけ

る社会経済情勢の変化等により、消費者を取り巻く環境は大きく変化しています。その

ような中で、消費者の脆弱性につけ込む、巧妙な悪質商法による被害が増加しています。 

 こうした状況を踏まえて、消費者被害の防止、消費者利益の保護を図ることは我が国

経済の健全な発展のためにも重要です。このような認識の下、消費者被害の防止及びそ

の回復の促進を図るために、関連する法律を改正する次第です。 

 次に、この法律案の内容につきまして、その概要を御説明申し上げます。 

 第一に、特定商取引に関する法律について、詐欺的な定期購入商法への対策として、

通信販売における契約の申込みに係る書面等への不実の表示や人を誤認させるような表

示を禁止するなどの措置を講ずることとしています。また、売買契約に基づかないで送

付された商品について、販売業者がその返還を請求することができる期間をなくすこと

としています。さらに、消費者の利便性の向上やデジタル技術を活用した消費者利益の

保護を図るため、販売業者等が契約締結時等に交付すべき書面の交付に代えて、購入者

等の承諾を得て、書面に記載すべき事項を電磁的方法により提供できることとしていま

す。加えて、申込者等が契約の申込みの撤回等を電磁的記録により行うこともできるこ

ととしています。このほか、外国執行当局に対する情報提供制度の創設を行うとともに、

新たに禁止する行為について、罰則を定めるなどの措置を講ずることとしています。 

 第二に、特定商品等の預託等取引契約に関する法律について、法律の規制の対象とな

る物品を政令で指定するものから全ての物品とし、法律の題名を預託等取引に関する法

律に改めることとしています。また、販売を伴う預託等取引を原則として禁止するとと

もに、禁止に違反した者に対する罰則を定めることとしています。このほか、特定商取

引に関する法律と同様に、書面交付に係る規定の見直しを行うなど所要の規定を整備す

ることとしています。 

 第三に、消費者の財産的被害の集団的な回復のための民事の裁判手続の特例に関する

法律について、内閣総理大臣は、特定適格消費者団体が被害回復裁判手続を適切に追行

するために必要な限度において、特定適格消費者団体に対し、特定商取引に関する法律

及び預託等取引に関する法律に基づく行政処分に関して作成した書類を提供することが

できることとしています。 

 なお、一部の規定を除き、公布の日から起算して一年を超えない範囲内において政令



で定める日から施行することとしています。 

 以上が、この法律案の提案理由及びその概要であります。 

 何とぞ、御審議の上、速やかに御賛同いただきますようお願い申し上げます。 

二、 衆議院消費者問題に関する特別委員長報告（令和三年五月一八日） 

○永岡桂子君 ただいま議題となりました法律案につきまして、消費者問題に関する特

別委員会における審査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 本案は、高齢化の進展を始めとした社会経済情勢の変化等に対応して、消費者被害の

防止及びその回復の促進を図るため、通信販売における契約の申込みに係る書面等への

不実の表示等を禁止するとともに、預託等取引契約に係る規制の対象となる物品の範囲

を拡大し、販売を伴う預託等取引を原則として禁止するなどの措置を講じようとするも

のであります。 

 本案は、去る四月二十二日の本会議において趣旨説明及び質疑が行われた後、本委員

会に付託され、翌二十三日井上国務大臣から趣旨の説明を聴取し、二十七日に質疑に入

り、五月十一日参考人からの意見聴取を行い、十三日質疑を終局いたしました。 

 翌十四日、本案に対し、自由民主党・無所属の会、立憲民主党・無所属、公明党、日

本共産党、日本維新の会・無所属の会及び国民民主党・無所属クラブの六会派共同提案

により、クーリングオフの通知を電子メール等で行う場合の効力発生時期を明記するこ

となどを内容とする修正案が提出され、趣旨の説明を聴取いたしました。 

 次いで、討論、採決を行った結果、修正案は全会一致、修正部分を除く原案は賛成多

数をもって可決され、本案は修正議決すべきものと決しました。 

 以上、御報告申し上げます。 

○委員会修正の提案理由（令和三年五月一四日） 

○井上（一）委員 ただいま議題となりました消費者被害の防止及びその回復の促進を

図るための特定商取引に関する法律等の一部を改正する法律案に対する修正案につきま

して、提出者を代表して、その趣旨を御説明申し上げます。 

 第一に、クーリングオフを電子メール等で行う場合の効力の発生時期について、いわ

ゆる発信主義を採用し、申込みの撤回又は契約の解除に係る電磁的記録による通知を発

したときとすることとしております。 

 第二に、販売業者等が契約締結時に交付すべき書面に関して、書面交付を電子化する

規定の施行を延期しております。原案は、「公布の日から起算して一年を超えない範囲

内において政令で定める日」としておりますが、これを「公布の日から起算して二年を

超えない範囲内において政令で定める日」といたしました。 

 第三に、この書面交付を電子化する規定に関する検討条項の追加でございます。政府

は、書面交付を電子化する規定の施行後二年を経過した場合において、この規定の施行

の状況について検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて必要な措

置を講ずることとしております。 



 以上であります。 

 何とぞ委員各位の御賛同をお願い申し上げます。 

三、 参議院地方創生及び消費者問題に関する特別委員長報告（令和三年六月九日） 

○石井浩郎君 ただいま議題となりました法律案につきまして、地方創生及び消費者問

題に関する特別委員会における審査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、通信販売における契約の申込みに係る書面等への不実の表示を禁止する

とともに、販売を伴う預託等取引を原則として禁止する等の措置を講じようとするもの

であります。 

 なお、衆議院におきまして、契約の申込みの撤回等を電磁的記録により行う場合の効

力発生時期について、通知を発したときとすること、契約書面等の電磁的方法による提

供に関する規定について、施行期日を一年延期し二年以内とするとともに、施行後二年

を経過した場合の検討規定を設けること等について修正が行われております。 

 委員会におきましては、参考人から意見を聴取するとともに、契約書面等の電磁的方

法による提供を全ての取引類型に広げた経緯、消費者の実質的な承諾の取り方等の消費

者保護策、詐欺的な定期購入商法、送り付け商法、販売預託商法に関する対策の実効性

及び改正内容の周知徹底等について質疑が行われましたが、その詳細は会議録によって

御承知願います。 

 質疑を終局し、討論に入りましたところ、立憲民主・社民の川田委員より反対、日本

共産党の大門委員より反対の旨の意見が述べられました。 

 次いで、採決の結果、本法律案は多数をもって原案どおり可決すべきものと決定いた

しました。 

 なお、本法律案に対し附帯決議を行いました。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（令和三年六月四日） 

 政府は、本法の施行に当たり、次の諸点について適切な措置を講ずるべきである。 

一 書面交付の電子化に関する消費者の承諾の要件を政省令等により定めるに当たって

は、消費者が承諾の意義・効果を理解した上で真意に基づく明示的な意思表明を行う

場合に限定されることを確保するため、事業者が消費者から承諾を取る際に、電磁的

方法で提供されるものが契約内容を記した重要なものであることや契約書面等を受け

取った時点がクーリング・オフの起算点となることを書面等により明示的に示すなど、

書面交付義務が持つ消費者保護機能が確保されるよう慎重な要件設定を行うこと。ま

た、高齢者などが事業者に言われるままに本意でない承諾をしてしまうことがないよ

う、家族や第三者の関与なども検討すること。 

二 書面交付の電子化に関する承諾の要件を検討するに当たっては、悪質業者の手口や

消費者被害の実態を十分に踏まえた上で、学識経験者、消費者団体、消費生活相談員

等の関係者による十分な意見交換を尽くすこと。 



三 デジタル機器に不慣れな高齢者や障がい者が、デジタル技術を利用した新手の消費

者取引のトラブルや悪質業者による訪問販売等の被害に遭うことを効果的に防止・救

済するため、きめ細かな情報提供や見守りネットワークによる声掛け体制の整備を地

方公共団体において一層強力に展開できるよう、消費者庁は財政措置を含む実効性あ

る措置を講ずること。 

四 デジタル機器に慣れていてもトラブルに巻き込まれやすい若年者に対し、デジタル

技術を利用した新手の取引被害や悪質業者による連鎖販売取引の被害を効果的に防

止・救済するため、成年年齢引下げの施行時期が令和四年四月一日に迫っていること

を踏まえ、実践的な消費者教育を強力に展開するとともに、若年者に対するクレジッ

ト・ローンの過剰与信を防止する業界の自主的取組の効果を検証し、必要に応じ更な

る法的措置を検討すること。 

五 消費者トラブルの防止・救済におけるクーリング・オフ制度の重要性に鑑み、電子

メール等によるクーリング・オフ通知の発信方法及び効果について、消費者及び事業

者に対し十分な周知策を講ずること。 

六 詐欺的定期購入トラブルの防止・救済に向けて導入された、特定申込みに係る申込

画面の表示事項の義務付け及び誇大広告の禁止について、定期購入契約のうち初回分

の価格・数量等と二回目以降の価格・数量等をことさら分離して表示する手口など、

不適正な表示方法の具体例と判断の目安を通達等に具体的に明示すること。 

七 詐欺的定期購入トラブルが急増している事態に鑑み、現行法下における広告画面や

申込確認画面についても、誤認を招きやすい表示方法の具体例を通達等の見直しによ

り早急に明示すること、並びに悪質業者に対する法執行を一層強化することに取り組

むこと。 

八 送り付け商法により注文がないのに一方的に送り付けられた商品は、消費者が直ち

に処分しても代金支払義務や損害賠償責任を負わないことを分かりやすく消費者に周

知すること。 

九 関係省庁は、特定商品等の預託等取引契約に関する法律と金融商品取引法や出資の

受入れ、預り金及び金利等の取締りに関する法律との間に隙間が生じないよう連携し

て対応すること。 

十 関係省庁が連携して預託等取引業者の不法な目的に基づいて行われた事案の把握に

努め、そのような事案を把握したときは、速やかに既に生じた被害救済及び被害防止

のための措置を講ずること。また、預託等取引による被害拡大及び被害防止のための

方策を具体的に検討し、本法施行後五年を目途として、本法の実効性について検証を

行い、必要な措置を講ずること。 

十一 これまで販売預託商法等によって多数の消費者被害が生じていることに鑑み、加

害者の不当な収益をはく奪し被害者を救済する制度、行政庁及び特定適格消費者団体

による破産申立制度並びに行政庁による解散命令制度の創設や、過去の被害事案の救



済のための措置について、消費者裁判手続特例法の運用状況の多角的な検討を踏まえ

て、必要な検討を行うこと。 

十二 消費者トラブルの防止・救済の相談窓口である全国の消費生活センターにおいて、

資格を有する消費生活相談員の人材確保が困難となっている現状を踏まえ、消費者庁

は国又は地方公共団体における消費生活相談員を目指す人材の養成講座の開催等の施

策を推進するよう予算措置を始めとする十分な措置を講ずること。 

十三 政府は、訪問販売や電話勧誘販売における高齢者・障がい者の消費者被害を抜本

的に予防するため、幅広く対応策を検討すること。 

  右決議する。 

 


